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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第２四半期連結
累計期間

第53期
第２四半期連結
会計期間

第52期

会計期間
自平成21年３月１日
至平成21年８月31日

自平成21年６月１日
至平成21年８月31日

自平成20年３月１日
至平成21年２月28日

売上高（千円） 3,084,448 1,414,636 6,766,967

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
15,046 △35,941 △382,120

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△24,429 △25,032 △203,650

純資産額（千円） －　 1,385,495 1,356,871

総資産額（千円） －　 7,411,904 6,944,894

１株当たり純資産額（円） －　 321.03 314.39

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）

（円）
△5.66 △5.80 △47.19

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） －　 18.7 19.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
94,294 －　 154,481

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△37,956 －　 △355,844

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
320,484 －　 118,780

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－　 843,346 457,518

従業員数（人） －　 312 308

　　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年８月31日現在

従業員数（人）  312 (149)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載して

おります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年８月31日現在

従業員数（人） 235 (135)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載し　　てお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

化粧品事業（千円） 1,287,396

医薬品その他事業（千円） 164,622

合計（千円） 1,452,019

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

化粧品事業 1,401,370 1,232,642

医薬品その他事業 122,679 134,752

合計 1,524,049 1,367,394

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

化粧品事業（千円） 1,247,146

医薬品その他事業（千円） 167,490

合計（千円） 1,414,636

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

金額（千円） 割合（％）

ELGC㈱ 151,243 10.7
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものです。

(1) 経営成績の分析

①当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日）

　当第２四半期連結累計期間における経済環境は、前年度年央以降の世界的な景気減退のあおりを受け、国内・外と

もに、個人消費マインドの冷え込みや化粧品メーカーによる新製品・リニューアル製品の発売延期などが顕著とな

り、大変厳しい状況が続いております。当第２四半期に至り、ようやく景気下げ止まりの兆しは見えてまいりました

が、依然、先行き不透明感が払拭できない状況が続くなか、雇用不安や所得減少等の要因により個人消費活動は引き

続き低調な状態が続いております。

　わが国化粧品業界も、経済産業省出荷統計によると、化粧品全体の今年度上期出荷金額は前年同期比で6.5％の減

少となり、なかでも当社が主力とする仕上用化粧品は、前年同期比で11.4％減と大きく落ち込んでおります。さら

に、化粧品市場が伸び悩むなか、製薬企業等の異業種からの市場参入やドラッグストアに代表される小売業者のＰ

Ｂ商品化など、化粧品販売競争は一段と激しさを増しております。

　こうした変化の著しい経営環境のもと、当社では、製品開発力や技術力を活かした提案営業や海外化粧品メーカー

専担の国際営業部（本年４月に新設）によるグローバル営業を推進し、製薬会社等の異業種参入企業や海外化粧品

メーカー等への販路拡大を展開し、売上の拡大に努めてまいりました。また、フランス子会社におきましては、欧州

経済の停滞が長期化するなかで、当社の主力商品であるメイク・アップ化粧品やスキン・ケア化粧品の受注拡大を

めざし、欧州市場の新規顧客開拓に全力をあげて取り組んでまいりました。

　このような状況のもとで、当社としては、昨年来、役員報酬や管理職給与の一部カット、綾瀬工場の閉鎖と生産設備

の座間工場への集約化、フランス子会社における余剰人員の整理などグループを挙げて業務効率化や経費削減に努

めており、徐々に利益改善効果が顕れてまいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高は3,084百万円、営業利益は68百万円、経常利益は15

百万円、四半期純損失は24百万円となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりです。

（化粧品事業）

　低調な個人消費マインドを背景に、国内の化粧品売上は大幅に減少し、白粉・打粉類とアイシャドー・チーク類を

除く全品目とも、前年同期を割り込む結果となりました。なかでも、ＵＶ製品の売上は、天候不順の影響も災いし、前

年同期と比べ低調に推移いたしました。一方、フランス子会社の化粧品事業は、営業努力による化粧水やマスカラの

受注増加を受け、化粧品売上高は現地通貨ベースで増収となり、為替レートの円高変動調整を反映した邦貨換算

ベースでも前年同期並みを確保いたしました。

　一方で、既往顧客からの新製品やリピートオーダーが低調に推移するとの市場予測のもとで、製薬会社に代表され

る異業種参入企業や海外化粧品メーカーからの受注獲得に取り組み、化粧品売上の減少を出来るだけ最小限にとど

めるよう努力をいたしました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は2,732百万円、営業利益は343百万円となりました。

　

（医薬品その他事業）

　フランス子会社でおこなっている医薬品その他事業は、欧州経済の低迷と個人消費マインドの冷え込みを背景に、

主力の水虫治療薬の売上が減少したことを主因に低調に推移しました。しかしながら、昨年実施しました不良債権

処理や人員整理などの一連の収益改善策が着実に数字となって効果が現れ、若干ながらも営業損失は縮小しており

ます。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は352百万円、営業損失は33百万円となりました。
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　所在地別セグメントの業績は、以下のとおりです。

（日本）

　国内の化粧品販売は、個人消費マインドの冷え込み、化粧品メーカーによる新製品発売やリニューアルの延期など

の影響を受け、大幅な売上減少となりました。なかでも、海外化粧品メーカー向け売上が、国内百貨店を主力売場と

する海外ブランド品売上の不振や円高の影響により減少したことが、大きく響いております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は2,643百万円、営業利益は357百万円となりました。

　なお、日本では、医薬品その他事業はおこなっておりません。

　

（仏国）

　主力の医薬品その他事業は、欧州経済の減退に起因する個人消費マインドの冷え込みと在庫調整の伸展により、主

力の水虫治療薬と口腔洗浄剤を中心に売上が減少しておりますが、利益面では、昨年実施した人員整理と不良債権

処理が奏効し、営業損失は前年同期に比べ縮小いたしました。なお、フランス子会社における化粧品事業について

は、化粧水やマスカラの受注増加を受け、化粧品売上高は現地通貨ベースで増収となり、為替レートの円高変動調整

を反映した邦貨換算ベースでも前年同期並みを確保いたしました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は474百万円、営業損失は52百万円となりました。

　

②当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　当第２四半期連結会計期間における経済環境は、一部では景気下げ止まりの兆しは窺えるものの先行き不透明感

が払拭できず、依然、個人消費マインドは低調に推移しております。

　このような状況のなか、当第２四半期連結会計期間における当社グループの業績は、春の新商品シーズンから夏の

ＵＶ対策シーズンにかけての端境期という季節要因に加え天候不順によるＵＶ関連の不振、欧州経済の長引く低迷

など外部環境の悪化も加わり、化粧品事業、医薬品その他事業とも低調に推移いたしました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は1,414百万円、営業損失は10百万円、経常損失は35百万円、

四半期純損失は25百万円となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりです。

（化粧品事業）

　化粧品事業は、春の新製品発売がひと段落したことに加え、天候不順と円高が災いしＵＶ関連製品の売上が例年よ

りも低調に推移したことなどが影響し、国内の売上高は減少しました。一方、フランス子会社の化粧品事業は、化粧

水とマスカラの受注が増加したことから、売上は第１四半期連結会計期間と比較すると、若干増加いたしました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は1,247百万円、営業利益は142百万円となりました。

　

（医薬品その他事業）

　医薬品その他事業は、長期化する欧州経済の停滞により個人消費マインドが冷え切っていることに加え、顧客取引

先による在庫調整の伸展などが災いし、売上は減少いたしました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は167百万円、営業損失は30百万円となりました。

　

　所在地別セグメントの業績は、以下のとおりです。

（日本）

　日本の当第２四半期連結会計期間の業績は、天候不順や円高要因によるＵＶ関連製品の落ち込みと新製品発売の

一巡という季節要因などが影響し低調に推移しました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は1,177百万円、営業利益は130百万円となりました。

　

（仏国）

　仏国の当第２四半期連結会計期間の業績は、化粧水とマスカラの受注増加により売上は若干増加しました。また、

コスト削減策の一環として昨年度実施した余剰人員の整理が奏効し、第１四半期連結会計期間と比較すると、営業

損失は縮小いたしました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は249百万円、営業損失は18百万円となりました。
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(2) 財政状態の状況

（流動資産）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、3,305百万円（前連結会計年度末は2,834百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ470百万円増加いたしました。これは主に現金及び預金が385百万円増加したことによ

るものであります。

（固定資産）

　当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、4,106百万円（前連結会計年度末は4,110百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ3百万円減少いたしました。これは主に有形固定資産が11百万円減少し、無形固定資産

が８百万円増加したことによるものであります。

（流動負債）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、3,828百万円（前連結会計年度末は3,428百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ399百万円増加いたしました。これは主に短期借入金が473百万円増加した一方、１年内

償還予定の社債が170百万円減少したことによるものであります。

（固定負債）

　当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、2,198百万円（前連結会計年度末は2,159百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ38百万円増加いたしました。これは主に社債が400百万円増加した一方、長期借入金が

357百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、1,385百万円（前連結会計年度末は1,356百万円）となり、

前連結会計年度末に比べ28百万円増加いたしました。これは主に四半期純損失24百万円を計上したものの、有価証

券の評価差額や為替の換算差額等が53百万円増加したことによるものであります。この結果、自己資本比率は、

18.7％（前連結会計年度末は19.5％）となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は843百万円となり、第１四

半期連結会計期間末に比べ290百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は、154百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純損失32百万円、減価償

却費71百万円、売上債権の減少148百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は、19百万円となりました。これは主に生産効率をあげるための機械装置等の買替え

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果増加した資金は、146百万円となりました。これは主に短期借入金の純増加額180百万円と長期借入

金の返済による支出23百万円等によるものであります。

　　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、104百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

① 設備の新設、除却等の計画の変更

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。　

② 除却等の計画の完了　

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった綾瀬工場閉鎖による賃借

建物等の原状復帰については、平成21年８月に完了しました。　

③ 設備の新設、除却等の新たな計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,000,000

計 13,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年10月15日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 4,318,444 4,318,444
ジャスダック証券

取引所

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は1,000株で

あります。

計 4,318,444 4,318,444 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年６月１日～

 平成21年８月31日
－ 4,318,444 － 552,749 － 781,854
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（５）【大株主の状況】

　 平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社キャトル・セゾン 東京都港区三田5-3-13 1,249 28.9

奥村 浩士 東京都世田谷区 611 14.2

飯島 十三子 神奈川県横浜市青葉区 170 4.0

株式会社ブレストシーブ 大阪府茨木市西駅前町5-10 168 3.9

奥村 華代 東京都港区 125 2.9

清水 明弘 東京都世田谷区 80 1.9

奥村 有香 東京都世田谷区 77 1.8

奥村 知花 東京都世田谷区 72 1.7

日本色材工業研究所従業員持株会 東京都港区三田5-3-13 71 1.7

片山 裕加里 東京都文京区 63 1.5

計 － 2,688 62.3
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

普通株式      2,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,309,000 4,309 －

単元未満株式
普通株式　    7,444　

　
－

一単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 4,318,444 － －

総株主の議決権 － 4,309 －

 

②【自己株式等】　

平成21年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）　 　 　 　 　 　

株式会社日本色材工業

研究所

東京都港区三田

5-3-13
2,000 － 2,000 0.0

計 － 2,000 － 2,000 0.0

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 202 230 200 210 219 235

最低（円） 175 185 190 188 200 210

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平

成21年８月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,102,069 716,552

受取手形及び売掛金 1,235,449 1,051,349

たな卸資産 ※1
 855,368

※1
 908,385

その他 112,604 169,315

貸倒引当金 △413 △10,722

流動資産合計 3,305,079 2,834,881

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 1,408,150

※2
 1,433,996

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 444,559

※2
 439,657

土地 1,328,100 1,328,473

その他（純額） ※2
 92,066

※2
 82,165

有形固定資産合計 3,272,877 3,284,292

無形固定資産 206,362 198,265

投資その他の資産

投資有価証券 164,092 143,800

その他 524,645 535,658

貸倒引当金 △61,151 △52,003

投資その他の資産合計 627,585 627,455

固定資産合計 4,106,825 4,110,013

資産合計 7,411,904 6,944,894

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 770,587 769,761

短期借入金 ※4
 2,341,082

※4，※5
 1,867,832

1年内償還予定の社債 120,000 290,000

未払法人税等 8,212 185

偶発損失引当金 12,031 11,807

その他 576,112 488,703

流動負債合計 3,828,026 3,428,290

固定負債

社債 400,000 －

長期借入金 ※4
 1,404,312

※4
 1,761,417

退職給付引当金 137,714 133,368

役員退職慰労引当金 172,910 215,550

その他 83,446 49,396

固定負債合計 2,198,383 2,159,732

負債合計 6,026,409 5,588,023
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 552,749 552,749

資本剰余金 781,854 862,847

利益剰余金 5,332 △51,230

自己株式 △1,436 △1,436

株主資本合計 1,338,499 1,362,928

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 17,988 5,138

繰延ヘッジ損益 △15,828 △20,842

為替換算調整勘定 44,835 9,645

評価・換算差額等合計 46,995 △6,057

純資産合計 1,385,495 1,356,871

負債純資産合計 7,411,904 6,944,894

EDINET提出書類

株式会社日本色材工業研究所(E01040)

四半期報告書

14/29



（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 3,084,448

売上原価 2,542,155

売上総利益 542,293

販売費及び一般管理費 ※
 473,422

営業利益 68,870

営業外収益

受取利息 468

受取配当金 3,770

為替差益 3,501

その他 10,646

営業外収益合計 18,386

営業外費用

支払利息 57,990

社債発行費 9,500

その他 4,720

営業外費用合計 72,210

経常利益 15,046

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,927

過年度固定資産除却損修正益 2,469

その他 457

特別利益合計 5,855

特別損失

固定資産除却損 10,465

たな卸資産評価損 38,295

特別損失合計 48,760

税金等調整前四半期純損失（△） △27,858

法人税、住民税及び事業税 3,807

法人税等調整額 △7,236

法人税等合計 △3,429

四半期純損失（△） △24,429
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 1,414,636

売上原価 1,213,819

売上総利益 200,817

販売費及び一般管理費 ※
 211,791

営業損失（△） △10,973

営業外収益

受取利息 215

受取配当金 3,706

その他 5,220

営業外収益合計 9,142

営業外費用

支払利息 31,372

為替差損 613

その他 2,124

営業外費用合計 34,110

経常損失（△） △35,941

特別利益

貸倒引当金戻入額 115

過年度固定資産除却損修正益 2,469

その他 457

特別利益合計 3,042

特別損失

固定資産除却損 14

特別損失合計 14

税金等調整前四半期純損失（△） △32,913

法人税、住民税及び事業税 △2,218

法人税等調整額 △5,663

法人税等合計 △7,881

四半期純損失（△） △25,032
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △27,858

減価償却費 149,245

偶発損失引当金の増減額（△は減少） △443

退職給付引当金の増減額（△は減少） △539

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △42,640

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,473

受取利息及び受取配当金 △4,239

支払利息 57,990

社債発行費 9,500

固定資産除却損 10,465

売上債権の増減額（△は増加） △178,688

たな卸資産の増減額（△は増加） 62,261

仕入債務の増減額（△は減少） △7,576

未払消費税等の増減額（△は減少） 37,969

その他の流動負債の増減額（△は減少） 30,060

その他 62,442

小計 153,475

利息及び配当金の受取額 4,174

利息の支払額 △66,367

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 3,012

営業活動によるキャッシュ・フロー 94,294

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △114,500

定期預金の払戻による収入 114,500

有形固定資産の取得による支出 △32,163

無形固定資産の取得による支出 △5,793

投資活動によるキャッシュ・フロー △37,956

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 430,990

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △514,844

社債の発行による収入 490,500

社債の償還による支出 △270,000

リース債務の返済による支出 △16,161

財務活動によるキャッシュ・フロー 320,484

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,005

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 385,827

現金及び現金同等物の期首残高 457,518

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 843,346
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、製品、半製品及び仕掛品に

ついては総平均法による原価法、原材料については月別総平均法による原価法によっ

ておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、製品、半

製品及び仕掛品については総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）、原材料については月別総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定

しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は8,953千円減少

し、税金等調整前四半期純損失は47,248千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 (2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

　第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決

算上必要な修正を行っております。

　これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

１．棚卸資産の評価方法

 

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ、簿価

切下げを行う方法によっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度

末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を９年としておりましたが、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度

の法人税法改正に伴い、耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間より８年に変更しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は5,020千円減少し、税金等調整前四半期純損失は、

5,020千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

※１．たな卸資産の内訳は下記のとおりであります。

 製品 164,393千円

 半製品 286,473 

 仕掛品 45,703 

 原材料及び貯蔵品 358,797 

 　計 855,368 

※１．たな卸資産の内訳は下記のとおりであります。

 製品 149,590千円

 半製品 344,651 

 仕掛品 47,669 

 原材料及び貯蔵品 366,473 

 　計 908,385 

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、5,669,005千円で

あります。

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、5,493,131千円で

あります。 

　３．受取手形割引高  42,264千円 　３．受取手形割引高  205,889千円

※４．シンジケーション方式によるタームローン契約

　平成17年９月30日契約、平成18年９月29日契約及び

平成19年９月28日契約のシンジケーション方式によ

るタームローン契約につきましては、下記の財務制限

条項が付されております。

①各年度の決算期の末日における貸借対照表（連

結・単体ベースの両方）の純資産の部の金額を

契約締結日の直前会計期間末日における純資産

の部の金額の80％以上に維持すること（但し、北

茨城の物件に関する減損会計にもとづく損失控

除額は組み戻すものとする）。

②各年度の決算期における損益計算書（連結・単

体ベースの両方）の経常損益につき、２期連続し

て損失を計上しないこと。

※４．シンジケーション方式によるタームローン契約

　平成17年９月30日契約、平成18年９月29日契約及び

平成19年９月28日契約のシンジケーション方式によ

るタームローン契約につきましては、下記の財務制限

条項が付されております。

①各年度の決算期の末日における貸借対照表（連

結・単体ベースの両方）の純資産の部の金額を

契約締結日の直前会計期間末日における純資産

の部の金額の80％以上に維持すること（但し、北

茨城の物件に関する減損会計にもとづく損失控

除額は組み戻すものとする）。

②各年度の決算期における損益計算書（連結・単

体ベースの両方）の経常損益につき、２期連続し

て損失を計上しないこと。

　

　なお、当該タームローン契約の定める財務制限条

項には抵触しておりません。
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当第２四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

　５．　　　　　　 ──────

　

　

　

※５．シンジケーション方式によるコミットメントライン

契約

　当社は資金調達の機動性と安定性の確保及び調達手

段の多様化を目的として取引銀行３行とシンジケー

ション方式によるコミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 850,000千円

借入実行残高 850,000

差引額 －

　

（注）財務制限条項

　本契約につきましては、下記の財務制限条項が

付されております。

①各年度の決算期の末日における貸借対照表

（連結ベース）の純資産の部の金額を平成20

年２月決算期末日における純資産の部の金額

の80％以上に維持すること（但し、各決算につ

き、北茨城の物件に関する減損会計にもとづく

損失控除額および平成21年２月の決算につき、

借入人の子会社の特別損失として計上された

損失額は組み戻すものとする）。

②各年度の決算期の末日における貸借対照表

（単体ベース）の純資産の部の金額を平成20

年２月決算期末日における純資産の部の金額

の80％以上に維持すること（但し、各決算につ

き、北茨城の物件に関する減損会計にもとづく

損失控除額は組み戻すものとする）。

③各年度の決算期における損益計算書（連結

ベース）の経常損益につき、金400,000,000円

を超える損失を計上しないこと。

④各年度の決算期における損益計算書（単体

ベース）の経常損益につき、損失を計上しない

こと。

　

　なお、平成21年２月期末日においては、損益計

算書（単体ベース）の経常損失の発生により

当該コミットメントライン契約に定める財務

制限条項に一部抵触しておりましたが、平成21

年４月24日に取引銀行３行と財務制限条項の

うち、上記④を「各年度の決算期における損益

計算書（単体ベース）の経常損益につき、金

150,000,000円を超える損失を計上しないこ

と」に、平成20年９月26日の契約時点に遡って

変更する変更契約書を締結したことにより、平

成21年２月期末日における財務制限条項への

抵触状態は解消されております。
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 72,550千円

給与手当 104,587　

従業員賞与 28,291 

退職給付費用 10,072　

支払手数料 61,558　

貸倒引当金繰入額 4,474 

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 31,801千円

給与手当 50,703　

従業員賞与 13,358 

退職給付費用 5,509　

支払手数料 30,886　

貸倒引当金繰入額 563 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年８月31日現在）　

現金及び預金勘定 1,102,069千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △257,500 

別段預金 △1,223 

現金及び現金同等物 843,346 
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　

平成21年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,318,444株 

  

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,599株 

  

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

  

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

  

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成21年５月28日開催の定時株主総会における資本準備金の額の減少及び剰余金処分決議に基づき、

資本準備金をその他資本剰余金に振替後、その他資本剰余金を繰越利益剰余金の欠損填補に充当したため、当

第２四半期連結累計期間において、資本剰余金が80,992千円減少し、利益剰余金が80,992千円増加しておりま

す。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）

 
化粧品事業
（千円）

医薬品その他
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 1,247,087167,4901,414,577 － 1,414,577

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
59 － 59 － 59

計 1,247,146167,4901,414,636 － 1,414,636

営業利益又は損失（△は損失） 142,526△30,536 111,990(122,964) △10,973

　

当第２四半期連結累計期間（自平成21年３月１日　至平成21年８月31日）

 
化粧品事業
（千円）

医薬品その他
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 2,732,191352,2573,084,448 － 3,084,448

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 2,732,191352,2573,084,448 － 3,084,448

営業利益又は損失（△は損失） 343,821△33,237 310,584(241,713) 68,870

　（注）１．事業区分の方法……製品の種類別区分によっております。

２．各区分に属する主な製品名称

(1）化粧品事業…………ファンデーション、アイシャドー、チーク、口紅、リップクリーム、美容乳液、日焼け止

め等

(2）医薬品その他事業…水虫治療薬、薬用歯磨き、口腔洗浄剤、耳洗浄剤、衛生製品等

３．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1) に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益は化粧品事業において8,953千円減少し

ております。

４．追加情報　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置については、従来、耐用年数を９年としておりましたが、減価償

却資産の耐用年数等に関する平成20年度の法人税法改正に伴い、耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会

計期間より８年に変更しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益は化粧品事業におい

て5,020千円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）

 日本（千円） 仏国（千円） 計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 1,164,775249,8601,414,636 － 1,414,636

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
12,765 － 12,765 (12,765) －

計 1,177,541249,8601,427,402(12,765) 1,414,636

営業利益又は損失（△は損失） 130,942△18,882 112,059(123,033) △10,973

　

当第２四半期連結累計期間（自平成21年３月１日　至平成21年８月31日）

 日本（千円） 仏国（千円） 計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 2,609,810474,6373,084,448 － 3,084,448

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
33,373 － 33,373 (33,373) －

計 2,643,184474,6373,117,822(33,373) 3,084,448

営業利益又は損失（△は損失） 357,014△52,138 304,875(236,005) 68,870

　（注）１．国又は地域の区分の方法……製造工場所在地によっております。

２．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1) に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益は日本において8,953千円減少しており

ます。　

３．追加情報　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置については、従来、耐用年数を９年としておりましたが、減価償

却資産の耐用年数等に関する平成20年度の法人税法改正に伴い、耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会

計期間より８年に変更しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益は日本において5,020

千円減少しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）

 欧州 その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 249,801 59,306 309,108

Ⅱ．連結売上高（千円） － － 1,414,636

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 17.7 4.2 21.9

　

当第２四半期連結累計期間（自平成21年３月１日　至平成21年８月31日）

 欧州 その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 474,637 84,814 559,452

Ⅱ．連結売上高（千円） － － 3,084,448

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 15.4 2.7 18.1

　（注）１．国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）欧州：フランス、イタリア、英国、ギリシャ、ドイツ、ベルギー、ポーランド、スイス

(2）その他の地域：北米、中国、香港、韓国、台湾、マレーシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 321.03円 １株当たり純資産額 314.39円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額 5.66円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 5.80円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

四半期純損失（千円） 24,429 25,032

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 24,429 25,032

期中平均株式数（株） 4,315,845 4,315,845

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年10月14日

株式会社日本色材工業研究所

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 川村　　博　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　功幸　　印

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本色材工

業研究所の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日か

ら平成21年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本色材工業研究所及び連結子会社の平成21年８月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　2. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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